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様式第２－19号
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様式第２－20号

令和 年（〇〇〇〇年） 月 日

様

会社名

立 会 申 込 書

○○建設管理部より受託した○○○○○○用地調査測量業務を実施中ですが、工事に関係

する貴所有地につきまして、立会い確認をいただくため、担当者を下記のとおりお伺いさせ

ますので、よろしくお願い申し上げます。

記

１ 立会対象地の所在及び地番

２ 立会予定年月日及び時刻

３ 立会担当者

連絡先

（注）隣接地等に対する立会申込書の場合は、文中「工事に関係する貴所有地」を「工事に関係

する土地と貴所有地との境界」と読み替えて使用する。
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様式第２－21号

土 地 境 界 確 認 書

が施行する 工事に関係する、下記

取 得
記載の土地と

使 用
しようとする土地の境界について、現地立会いの結果、添付図面の

とおり相違ないことを確認致しました。

所在地

公 簿 立 会 人

地 番 所有者住所・氏名 住 所・氏 名 印 年月日
所 有 者

摘 要
との関係

測量実施会社名

住 所

管 理 技 術 者

（注）管理部門測量で、この様式を使用する場合（工事を伴わない場合）は、文中「……が施行

する……工事に関係する、」を「○○○○測量調査業務委託において、」等と読み替えて使

用する。また、石標埋設のみの業務の場合は、「取得・使用しようとする土地」を「北海道

（管理）の土地」等と読み替えて使用する。
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様式第２－22号

土 地 境 界 確 認 協 議 書

下記に所在する私（甲）の土地と隣接者（乙）の所有（管理）する土地との現地における

境界については、添付図面のとおり相違ないことを双方確認致しました。

記

(甲)立会対象地

土地所在

公 簿
土地所有者住所・氏名 年 月 日

地 番 地 目 地 積
○印

(乙)隣接土地

土 地 所 在 地 番 隣接土地所有者住所・氏名 年 月 日○印

測量実施会社名

住 所

管 理 技 術 者
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様式第２－23号
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様式第２－24号
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様式第２－24号
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様式第２－24号
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様式第２－24号
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３ 管理部門
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３ 管理部門

３－１ 道路区域測量

3-1-1 通 則

１．目 的

道路区域測量は、道路敷地を確定するとともに道路管理のために必要な道路区域平面

図を作成し、あるいは、道路区域の変更等により道道敷地として不用となる用地の範囲を

確定するとともに、不用物件としての処理内容に応じた調査図を作成するものである。

２．施行上の義務及び心得

(1) 本測量調査の実施に当たっては、隣接する土地所有者等関係者（以下｢関係人｣と

いう。）に不信の念をいだかせるような行為のないよう留意しなければならない。

(2) 本測量に関連して関係人から苦情、希望等の申し入れがあった場合は、速やかに

業務担当員に報告し、その指示を受けなければならない。

(3) 委託者が立入りを指示した区域外に業務上の立入りを必要とする場合は、業務担

当員に報告し、関係人の了解を得るものとする。

(4) 業務の実施に当たっては、関係人と立会いし、土地の形態等について説明し合う

とともに、疑義ある場合は、その解明に務めなければならない。

3-1-2 資料調査

２－２ 資料調査 によるものとする。

3-1-3 境界確認

２－３ 境界確認 によるものとするが、土地境界確認協議書への署名押印等について

は業務担当員の指示によるものとする。

3-1-4 路線測量

４－２ 路線調査 によるものとする。

3-1-5 境界測量

１．境界測量

２－４ 境界測量 によるものとする。

２．詳細測量

(1) 道路敷地あるいは不用物件（廃道敷地）内に物件等が存在する場合は、占用物件

の位置を確定し水平投影面積による占用物件平面図（様式第３－１号）を作成し全

体の写真を添付するものとする。

(2) 家屋・ビルの取付看板、ガソリンスタンド等の店頭標識・広告塔の物件のある場

合は、表示ヵ所の区域等を占用面積とする。占用物件見取図は（様式第３－２号）

により作成し、取付看板・広告塔の全体写真を添付するものとする。
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(3) 不用物件（廃道敷地）内に生育する立木の調査は、２－９ 立木調査 によるもの

とする。

３．永久境界標の設置

(1) 設置方法は、｢規程｣第654条・第655条によるものとする。

(ｱ) 設置後自然の移動、埋没、他人による引き抜き等を生じないよう充分に固定

するものとする。

(ｲ) 設置個所が砂地、湿地等の軟弱地盤または凍害のおそれのある箇所にあって

は、基礎をコンクリートで固定するものとする。

(ｳ) 地上に露出することが障害となる箇所の場所は、その全体を埋設し、支障と

ならない箇所に見出標杭を設ける。

(2) 永久境界標の形状・寸法・材質・色等は、９ 測量標 によるものとする。

3-1-6 面積計算

１．面積計算の範囲

面積計算の範囲については、道路敷地内とし、これによることができない場合には、

業務担当員の指示によるものとする。

２．面積計算の方法

面積計算は、原則として、座標法及び座標値に基づく数値三斜法によるものとし、図

面に面積を記載するものとする。

３．計算数値の取扱い

計算数値の表示単位と桁数については、以下のとおりとする。

(1) 長 さ ｍ単位 小数点以下３けた

(2) 面 積 ㎡単位 小数点以下７けた

3-1-7 図面等の作成

区域平面図及び区域求積図の作成

(1) 測量調査の進行に応じ、実測図を順次整理し、境界、数量計算その他の事項に誤

りがないことを確認の上、作成するものとする。

(2) 道路区域測量調査の作図要領は、２ 用地部門 別表２－１によるほか、境界点及

び中心点の座標値を記載するものとする。

(3) 不用物件（廃道敷地）・物件測量調査の作図は、次のとおりとする。

(ｱ) 現況敷地平面図を作成するものとし、縮尺は市街地1/500、その他は1/1,000

とする。

(ｲ) 規格等については、２ 用地部門 別表２－１によるものとする。

(ｳ) 求積は、不用物件（廃道敷地）の処理区分毎に求積するものとする。

(ｴ) 求積は座標法及び座標値に基づく数値三斜法によるものとし、地積は㎡単位

小数第２位までとし以下切り捨てるものとする。

(ｵ) 境界点の座標値を記載するものとする。
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3-1-8 林野の測量調査

２－８ 林野の測量調査 によるものとする。

3-1-9 成果等

提出すべき成果品等は、下表により提出するものとする。

成 果 品 及 び 測 量 記 録 （ 紙 媒 体 の 場 合 ）

名 称
単 数

規 格 寸 法 縮 尺 備 考
位 量

道 路 区 域 平 面 図 枚
1/500 ～ 84㎝×119㎝（Ａ0版）
1/1,000 を標準とする

道 路 区 域 求 積 図 〃
1/500 ～ 84㎝×119㎝（Ａ0版）
1/1,000 を標準とする

登 記 資 料 図 面 式 様式第２－23号 登記資料調書を含む

（様式第２－24号）

土 地 境 界 確 認 書 冊 様式第２－21号
取得、使用、隣接地に

成 対する立会い

土地境界確認協議書 〃 様式第２－22号
隣接地に対する同意
（地図地積更正）

道 路 台 帳 報 告 書 〃

果
道路占用物件調書 〃 様式第３－１号 平面図

〃 〃 様式第３－２号 見取図

占 用 物 件 写 真 集 〃
品

用 地 調 査 書 〃 様式第２－19号

道 路 区 域 平 面 図 枚 コピー

道 路 区 域 求 積 図 〃 コピー

道 路 台 帳 縮 小 図 〃 原図（Ａ３）

測 量 成 果 計 算 簿 冊
測

土 地 調 査 表 〃 様式第２－３号
量

地 図 及 び 資 料 図 〃 様式第２－１号
記

転 写 連 続 図 枚
録

写 真 集 冊
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成 果 品 及 び 測 量 記 録 （ 電 子 納 品 の 場 合 ）

名 称
単 数

規 格 寸 法 縮 尺 備 考
位 量

電 子 成 果 品 式 １

( 道 路 区 域 平 面 図 )
1/500 ～ 84㎝×119㎝（Ａ0版）
1/1,000 を標準とする

( 道 路 区 域 求 積 図 )
1/500 ～ 84㎝×119㎝（Ａ0版）
1/1,000 を標準とする

( 登 記 資 料 図 面 ) 様式第２－23号 登記資料調書を含む

（様式第２－24号）
電

( 土 地 境 界 確 認 書 ) 様式第２－21号
取得、使用、隣接地に
対する立会い

子
(土地境界確認協議書) 様式第２－22号

隣接地に対する同意
（地図地積更正）

納
( 道 路 台 帳 報 告 書 )

品
(道路占用物件調書) 様式第３－１号 平面図

対
〃 様式第３－２号 見取図

象
( 占 用 物 件 写 真 集 )

書
( 用 地 調 査 書 ) 様式第２－19号

類
( 道 路 台 帳 縮 小 図 ) Ａ３

( 測 量 成 果 計 算 簿 )

( 土 地 調 査 表 ) 様式第２－３号

( 地 図 及 び 資 料 図 ) 様式第２－１号

( 転 写 連 続 図 )

( 写 真 集 )
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様式第３－１号 占用物件平面図
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様式第３－２号 占用物件見取図
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３－２ 河川区域測量

3-2-1 通 則

１．目 的

河川区域測量は、河川敷地を確定するとともに河川管理のために必要な河川区域調査

図を作成し、あるいは、河川区域の変更等により河川敷地として不用となる用地の範囲を

確定するとともに、不用物件としての処理内容に応じた調査図を作成するものである。

２．施行上の義務及び心得

(1) 本測量調査の実施に当たっては、隣接する土地所有者等関係者（以下｢関係人｣と

いう。）に不信の念をいだかせるような行為のないよう留意しなければならない。

(2) 本測量に関連して関係人から苦情、希望等の申し入れがあった場合は、速やかに

業務担当員に報告し、その指示を受けなければならない。

(3) 委託者が立入りを指示した区域外に業務上の立入りを必要とする場合は、業務担

当員に報告し、関係人の了解を得るものとする。

(4) 業務の実施に当たっては、関係人と立会いし、土地の形態等について説明し合う

とともに、疑義ある場合は、その解明に務めなければならない。

3-2-2 資料調査

２－２ 資料調査 によるものとする。

3-2-3 境界確認

２－３ 境界確認 によるものとするが、土地境界確認協議書への署名押印等について

は業務担当員の指示によるものとする。

3-2-4 河川測量

５－６ 工事用測量 によるものとする。

3-2-5 境界測量

１．境界測量

２－４ 境界測量 によるものとする。

２．詳細測量

(1) 河川敷地あるいは不用物件（廃川敷地）内に物件等が存在する場合は、占用物件

の位置を確定し水平投影面積による占用物件平面図（様式第３－１号）を作製し全

体の写真を添付するものとする。

(2) 家屋・ビル等の取付看板、ガソリンスタンド等の店頭標識・広告塔の物件のある

場合は、表示カ所の区域を占用面積とする。占用物件見取図は（様式第３－２号）

により作成し、取付看板・広告塔の全体写真を添付するものとする。

(3) 不用敷地内に生育する立木の調査は、２－９ 立木調査 によるものとする。
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３．作工物調査

河川構造物の名称・延長・幅員及び流入流出する河川水路、これらの調査及び全体写

真を添付するものとする。

４．永久境界標の設置

(1) 設置方法は、｢規程｣第654条・第655条によるものとする。

(ｱ) 設置後、自然の移動、埋没、他人による引き抜き等を生じないよう充分に固

定するものとする。

(ｲ) 設置個所が砂地、湿地等の軟弱地盤または凍害のおそれのある箇所にあって

は、基礎をコンクリートで固定するものとする。

(ｳ) 地上に露出することが障害となる箇所の場所は、その全体を埋設し、支障と

ならない箇所に見出標杭を設けるものとする。

(2) 永久境界杭の形状・寸法・材質・色等は、９ 測量標 の定めによるものとする。

3-2-6 面積計算

１．面積計算の範囲

面積計算の範囲については、河川敷地内とし、これによることができない場合には、

業務担当員の指示によるものとする。

２．面積計算の方法

面積計算は、原則として、座標法及び座標値に基づく数値三斜法によるものとし、図

面に面積を記載するものとする。

３．計算数値の取扱い

計算数値の表示単位と桁数については、以下のとおりとする。

(1) 長 さ ｍ単位 小数点以下３けた

(2) 面 積 ㎡単位 小数点以下７けた

3-2-7 図面等の作成

区域平面図及び区域求積図の作成

(1) 測量調査の進行に応じ、実測図を順次整理し、境界、数量計算その他の事項に誤

りがないことを確認の上、作成するものとする。

(2) 河川区域測量調査の作図要領は、２ 用地部門 別表２－１によるほか、境界点及

び中心点の座標値を記載するものとする。

(3) 不用敷地・物件測量調査の作図は、次のとおりとする。

(ｱ) 現況敷地平面図を作成するものとし、縮尺は市街地1/500、その他は1/1,000

とする。

(ｲ) 図面の表題は、不用敷地図・占用物件敷地図とし、規格等については、２ 用

地部門 別表２－１によるものとする。

(ｳ) 求積は、不用敷地・占用物件敷地の処理区分毎に求積するものとする。

(ｴ) 求積は座標法及び座標値に基づく数値三斜法によるものとし、地積は㎡単位

小数第２位までとし以下切り捨てるものとする。

(ｵ) 境界点の座標値を記載するものとする。
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3-2-8 林野の測量調査

２－８ 林野の測量調査 によるものとする。

3-2-9 成果等

提出すべき成果品等は、下表により提出するものとする。

成 果 品 及 び 測 量 記 録 （ 紙 媒 体 の 場 合 ）

名 称
単 数

規 格 寸 法 縮 尺 備 考
位 量

河 川 区 域 平 面 図 枚
1/500 ～ 84㎝×119㎝（Ａ0版）
1/1,000 を標準とする

河 川 区 域 求 積 図 〃
1/500 ～ 84㎝×119㎝（Ａ0版）
1/1,000 を標準とする

登 記 資 料 図 面 式 様式第２－23号 登記資料調書を含む

（様式第２－24号）
成

土 地 境 界 確 認 書 冊 様式第２－21号
取得、使用、隣接地に

対する立会い

土地境界確認協議書 〃 様式第２－22号
隣接地に対する同意
（地図地積更正）

河川占用物件調書 〃 様式第３－１号 平面図
果

〃 〃 様式第３－２号 見取図

占 用 物 件 写 真 集 〃

品
用 地 調 査 書 〃 様式第２－19号

河 川 区 域 平 面 図 枚 コピー

河 川 区 域 求 積 図 〃 コピー

河 川 区 域 平 面 図
〃

1/1,000～
原図

縮 小 図 1/3,000

測 量 成 果 計 算 簿 冊
測

土 地 調 査 表 〃 様式第２－３号
量

地 図 及 び 資 料 図 〃 様式第２－１号
記

転 写 連 続 図 枚
録

写 真 集 冊
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成 果 品 及 び 測 量 記 録（ 電 子 納 品 の 場 合 ）

名 称
単 数

規 格 寸 法 縮 尺 備 考
位 量

電 子 成 果 品 式 １

( 河 川 区 域 平 面 図 )
1/500 ～ 84㎝×119㎝（Ａ0版）
1/1,000 を標準とする

( 河 川 区 域 求 積 図 )
1/500 ～ 84㎝×119㎝（Ａ0版）
1/1,000 を標準とする

( 登 記 資 料 図 面 ) 様式第２－23号
登記資料調書を含む

（様式第２－24号）

( 土 地 境 界 確 認 書 ) 様式第２－21号
取得、使用、隣接地に

電 対する立会い

(土地境界確認協議書) 様式第２－22号
隣接地に対する同意

子 （地図地積更正）

(河川占用物件調書) 様式第３－１号 平面図
納

〃 様式第３－２号 見取図
品

( 占 用 物 件 写 真 集 )
対

( 用 地 調 査 書 ) 様式第２－19号
象

( 河 川 区 域 平 面 図 1/1,000～
書 縮 小 図 ) 1/3,000

( 測 量 成 果 計 算 簿 )
類

( 土 地 調 査 表 ) 様式第２－３号

( 地 図 及 び 資 料 図 ) 様式第２－１号

( 転 写 連 続 図 )

( 写 真 集 )
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３－３ 砂防指定地区域測量

3-3-1 要 旨

１．調査の目的

砂防指定地区域測量は、砂防指定地区域を測定し区域図を作成、あるいは、砂防区域

の変更等により用地の範囲を確定し調査図を作成するものである。

２．調査の心得

(1) 本測量調査は砂防指定地区域の基礎になるものであるから、正確にかつ良心的に

調査し、実施に当たっては関係者に不信の念をいだかせるような行為のないよう留

意しなければならない。

(2) 本測量に関連して関係者から希望・苦情等の申し入れがあった場合は、速やかに

業務担当員に報告しその指示を受けなければならない。

(3) 業務の実施に当たっては、関係者と立会いし、砂防指定地区域・土地の形態等に

ついて説明し、了解を得るとともに疑義のある場合は業務担当員と協議し、その解

明に務めなければならない。

3-3-2 資料調査

２－２ 資料調査 によるものとする。

3-3-3 境界確認

２－３ 境界確認 によるものとするが、土地境界確認協議書への署名押印等について

は業務担当員の指示によるものとする。

3-3-4 基準点測量

｢規程｣第２編第２章によるものとする。

3-3-5 横断測量

１．砂防設備地及び推砂地区等の、代表的な箇所を横断するものとする。

２．横断測量は、5-6-11 横断測量 に準ずるものとする。

3-3-6 境界測量

１．境界測量

(1) 境界測量は直接関係する土地の１筆を測量調査の単位とし、必要によっては隣接

地・接続関係地及び直接関係する土地を含む１団の土地も併せて総合的に測量調査

するものとする。

(2) 単位地内の諸官公署が設置した基準となる点及び地籍図根点等は、必ず測定する

ものとする。

２．指定区域仮杭の設置

(1) 指定区域仮杭の設置位置は設計図書によるものとするが、これにより難い状況を

把握したときは業務担当員と協議するものとする。
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(2) 指定区域仮杭等の形状寸法・材質・色等は、９ 測量標 によるものとする。

(3) 測定方法及び制限等は、｢規程｣第５編第２章第654条・第655条及び第５編第４章

第695条・第696条によるものとする。

(4) 地形・地物等に阻害され、所定の位置に仮杭を測設することが困難な場合は業務

担当員に報告し指示を受けるものとする。

(5) 仮杭の測設の間隔は、屈曲点のほか直線部では現地の状況により測設箇所を決定

するものとする。

(6) 境界点の埋設は、下記によるものとする。

(ｱ) 標杭指定～国有林・市街地等の土地を指定区域とする場合の指定方法

林班・地番内の標杭毎に、右岸下流端から時計廻りに追い番号を付すものと

し、標杭間幅が200ｍ程度以上の場合は補点（○番－○）を設け埋設するものと

する。

(ｲ) 線指定～渓流・河川沿いの土地を指定区域とする場合の指定方法

実測図により川の中心線を決定し上下流端を中心線と直角に上流右岸を①、

上流左岸を②、下流右岸を③、下流左岸を④とし埋設する。

(ｳ) 山腹等（標杭指定、線指定にかかるものを除く）を指定区域をする場合の指

定方法

字または地番を特定し、その土地を指定区域とするため、境界点の埋設は不

要とする。

３．現況測量

(1) 現況測量は、土地の地形・地目並びに物件の位置及び種別等を調査するものとす

る。調査の範囲は、原則として指定地区域線より外側30ｍ程度の範囲内とする。

(2) 現況測量の方法は、トランシットを用いる支距法、または細部測量及び空中写真

測量によるものとする。

(3) 現況地目の区分は、不動産登記事務取扱手続準則によるものとする。

４．指定区域永久標の埋設

(1) 測定方法は、｢規程｣第５編第４章第697条によるものとする。

(2) 埋設注意事項

(ｱ) 埋設後自然の移動・埋没、または他人に引抜き等を生じないように充分に固

定できるよう措置を図るものとする。

(ｲ) 埋設する箇所が湿地砂地等の地盤軟弱な所であるとき、または凍害のおそれ

のあるときは業務担当員と協議するものとする。

(ｳ) 地上に露出することが交通・道路・放牧地等の障害となる箇所に設置すると

きは、その全体を埋設させ支障とならない箇所に見出標杭を設けるものとする。

(3) 指定区域永久標の形状寸法・材質・色等は、９ 測量標 によるものとし、指定事

業については、区域界・北海道・国土交通省（道）とする。
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3-3-7 面積計算

面積計算は、原則として、座標法及び座標値に基づく数値三斜法によるものとする。

3-3-8 土地に係る図書作成

実測図等の作成は、以下によるものとする。

(1) 測量調査の進行に応じ、実測図を順次整理し、境界・数量計算その他の事項に誤

りがないことを確認の上、作成するものとする。

(2) 砂防指定区域測量調査の作図要領は、２ 用地部門 別表２－１によるほか、砂防

指定区域等の座標値を記載するものとする。

(3) 字界・地番界・国有林にあっては小林班境界・大学演習林・公有林・民有林・林

道（農地を含む）を記載するものとする。

(4) 求積は０．０１ha未満の端数を四捨五入し、次表のとおり平面図余白に記入する

ものとする。

指定区域求積表 (ha)

山 林
河 川 敷 道路敷等

そ の 他
合 計

国有林 公有林 民有林 国有林 公有林 民有林

3-3-9 現地立会い

１．立会いの申し込みは、２ 用地部門 様式第２－20号 立会申込書 によるものとする。

２．現地立会いを行う場合は、事前に境界標の仮杭を設置し、隣接する土地所有者または関

係者に同意を得るものとする。

３．所有者及び関係者が長期不在、または捺印に応じない場合は、立会い要請の申し込み月

日・回数・理由及び所有者・関係者に説明を行った具体的内容その他についての経過を記

録し、業務担当員に報告し指示を受けるものとする。

3-3-10 林野の測量調査

２－８ 林野の測量調査 によるものとする。
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3-3-11 成果等

提出すべき成果品等は、下表により提出するものとする。

成 果 品 及 び 測 量 記 録 （ 紙 媒 体 の 場 合 ）

名 称
単 数

規 格 寸 法 縮 尺 備 考
位 量

砂 防 区 域 平 面 図 枚
1/500 ～ 84㎝×119㎝（Ａ0版）
1/1,000 を標準とする

砂 防 区 域 求 積 図 〃
1/500 ～ 84㎝×119㎝（Ａ0版）

成 1/1,000 を標準とする

登 記 資 料 図 面 式 様式第２－23号 登記資料調書を含む

（様式第２－24号）

土 地 境 界 確 認 書 冊 様式第２－21号
取得、使用、隣接地に

果 対する立会い

土地境界確認協議書 〃 様式第２－22号
隣接地に対する同意
（地図地積更正）

用 地 調 査 書 〃 様式第２－19号
品

砂 防 区 域 平 面 図
枚

1/1,000～
縮 小 図 1/3,000

横 断 図 〃

測 量 成 果 計 算 簿 冊
測

土 地 調 査 表 〃 様式第２－３号
量

地 図 及 び 資 料 図 〃 様式第２－１号
記

転 写 連 続 図 枚
録

写 真 集 冊

成 果 品 及 び 測 量 記 録（ 電 子 納 品 の 場 合 ）

名 称
単 数

規 格 備 考
位 量

電 子 成 果 品 式 １ 電子納品対象書類は上記と同

様とする
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３－４ 地すべり区域測量

3-4-1 要 旨

１．調査の目的

地すべり区域測量は、地すべり区域を測定し区域図を作成するものである。

２．調査の心得

(1) 本測量調査は地すべり区域の基礎になるものであるから、正確にかつ良心的に調

査し、実施に当たっては関係者に不信の念をいだかせるような行為のないよう留意

しなければならない。

(2) 本測量に関連して関係者から希望・苦情等の申し入れがあった場合は、速やかに

業務担当員に報告しその指示を受けなければならない。

(3) 業務の実施に当たっては、関係者と立会いし、地すべり区域・土地の形態等につ

いて説明し、了解を得るとともに疑義のある場合は業務担当員と協議し、その解明

に務めなければならない。

3-4-2 資料調査

２－２ 資料調査 によるものとする。

3-4-3 境界確認

２－３ 境界確認 によるものとするが、土地境界確認協議書への署名押印等について

は業務担当員の指示によるものとする。

3-4-4 基準点測量

｢規程｣第２編第２章によるものとする。

3-4-5 横断測量

１．地すべり位置の代表的な箇所を業務担当員と協議し、横断測量を行うものとする。

２．横断測量は、5-6-11 横断測量 に準ずるものとする。

3-4-6 境界測量

１．境界測量

(1) 境界測量は直接関係する土地の１筆を測量調査の単位とし、必要によっては隣接

地・接続関係地及び直接関係する土地を含む１団の土地も併せて総合的に測量調査

するものとする。

(2) 単位地内の諸官公署が設置した基準となる点及び地籍図根点等は、必ず測定する

ものとする。

２．指定区域仮杭の設置

(1) 指定区域仮杭の設置位置は設計図書によるものとするが、これにより難い状況を

把握した時は業務担当員と協議するものとする。

(2) 指定区域仮杭等の形状寸法・材質・色等は、９ 測量標 によるものとする。
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(3) 測定方法及び制限等は、｢規程｣第５編第２章第654条・第655条及び第５編第４章

第695条・第696条によるものとする。

(4) 地形・地物等に阻害され、所定の位置に仮杭を測設することが困難な場合は業務

担当員に報告し指示を受けるものとする。

(5) 仮杭の測設の間隔は、屈曲点のほか直線部では現地の状況により測設箇所を決定

するものとする。

(6) 境界点は、区域の左下端から時計廻りに追番号を附するものとする。

３．現況測量

(1) 現況測量は、土地の地形・地目並びに物件の位置及び種別等を調査するものとす

る。調査の範囲は指定線の外側30ｍ程度の範囲内とする。

なお、指定線の設定に当たっては、地すべり危険箇所点検図等を参考とする。

(2) 現況測量の方法は、トランシットを用いる支距法、または細部測量及び空中写真

測量によるものとする。

(3) 現況地目の区分は、不動産登記事務取扱手続準則によるものとする。

４．指定区域永久標の埋設

(1) 測定方法は、｢規程｣第５編第４章第697条によるものとする。

(2) 埋設注意事項

(ｱ) 埋設後自然の移動・埋没、または他人に引抜き等を生じないように充分に固

定できるよう措置を図るものとする。

(ｲ) 埋設する箇所が湿地砂地等の地盤軟弱な所であるとき、または凍害のおそれ

のあるときは業務担当員と協議するものとする。

(ｳ) 地上に露出することが交通・道路・放牧地等の障害となる箇所に設置すると

きは、その全体を埋設させ支障とならない箇所に見出標杭を設けるものとする。

(3) 指定区域永久標の形状寸法・材質・色等は、９ 測量標 によるものとし、指定事

業については、区域界・北海道・国土交通省（道）とする。

3-4-7 面積計算

面積計算は、原則として、座標法及び座標値に基づく数値三斜法によるものとする。

3-4-8 土地に係る図書作成

実測図等の作成は、以下によるものとする。

(1) 測量調査の進行に応じ、実測図を順次整理し、境界・数量計算その他の事項に誤

りがないことを確認の上、作成するものとする。

(2) 地すべり防止指定区域測量調査の作図要領は、２ 用地部門 別表２－１によるほ

か、地すべり防止指定区域の座標値を記載するものとする。

(3) 求積は０．０１ha未満の端数を四捨五入し、次表のとおり平面図余白に記入する

ものとする。
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指 定 区 域 求 積 表

耕 地 林 地 荒 地

区 分
田 畑 国有林 民有林 国有地

公有・ 宅 地 その他 合 計

民有地

地 ha ha ha ha ha ha ha ha ha

す 地すべり区域

べ

り 隣接する区域

地

域 計

被 地すべり区域内

害

区 地すべり区域外

域

計

3-4-9 現地立会い

１．立会いの申し込みは、２ 用地部門 様式第２－20号 立会申込書 によるものとする。

２．現地立会いを行う場合は、事前に境界標の仮杭を設置し、隣接する土地所有者または関

係者に同意を得るものとする。

３．所有者及び関係者が長期不在、または捺印に応じない場合は、立会い要請の申し込み月

日・回数・理由及び所有者・関係者に説明を行った具体的内容その他についての経過を記

録し、業務担当員に報告し指示を受けるものとする。

3-4-10 林野の測量調査

２－８ 林野の測量調査 によるものとする。
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3-4-11 成果等

提出すべき成果品等は、下表により提出するものとする。

成 果 品 及 び 測 量 記 録 （ 紙 媒 体 の 場 合 ）

名 称
単 数

規 格 寸 法 縮 尺 備 考
位 量

地すべり区域平面図 枚
ポリエステルフィル 1/500 ～ 84㎝×119㎝（Ａ0版）
ム ♯３００ 1/1,000 を標準とする

地すべり区域求積図 〃
ポリエステルフィル 1/500 ～ 84㎝×119㎝（Ａ0版）

成 ム ♯３００ 1/1,000 を標準とする

地 積 測 量 図 式 法務局指定のもの 土地現地調査書を含む

土 地 境 界 確 認 書 冊 様式第２－21号
取得、使用、隣接地に

果 対する立会い

土地境界確認協議書 〃 様式第２－22号
隣接地に対する同意
（地図地積更正）

用 地 調 査 書 〃 様式第２－19号
品

地すべり区域平面図
枚

ポリエステルフィル 1/1,000～
縮 小 図 ム ♯３００ 1/3,000

横 断 図 〃
セクションマイラー

♯２００

測 量 成 果 計 算 簿 冊
測

土 地 調 査 表 〃 様式第２－３号
量

地 図 及 び 資 料 図 〃 様式第２－１号
記

転 写 連 続 図 枚
ポリエステルフィル

録 ム ♯３００

写 真 集 冊
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成 果 品 及 び 測 量 記 録（ 電 子 納 品 の 場 合 ）

名 称
単 数

規 格 寸 法 縮 尺 備 考
位 量

電 子 成 果 品 式 １

(地すべり区域平面図)
1/500 ～ 84㎝×119㎝（Ａ0版）
1/1,000 を標準とする

(地すべり区域求積図)
1/500 ～ 84㎝×119㎝（Ａ0版）
1/1,000 を標準とする

( 地 積 測 量 図 ) 法務局指定のもの 土地現地調査書を含む

電
( 土 地 境 界 確 認 書 ) 様式第２－21号

取得、使用、隣接地に
対する立会い

子
(土地境界確認協議書) 様式第２－22号

隣接地に対する同意

（地図地積更正）
納

( 用 地 調 査 書 ) 様式第２－19号

品 ( 地 す べ り 区 域 1/1,000～

平 面 図 縮 小 図 ) 1/3,000
対

( 横 断 図 )

象
( 測 量 成 果 計 算 簿 )

書
( 土 地 調 査 表 ) 様式第２－３号

類
( 地 図 及 び 資 料 図 ) 様式第２－１号

( 転 写 連 続 図 )

( 写 真 集 )
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３－５ 急傾斜地崩壊防止区域測量

3-5-1 要 旨

１．調査の目的

急傾斜地崩壊防止区域測量は、急傾斜地崩壊防止区域を測定し区域図を作成するもの

である。

２．調査の心得

(1) 本測量調査は急傾斜地崩壊防止区域の基礎になるものであるから、正確にかつ良

心的に調査し、実施に当たっては関係者に不信の念をいだかせるような行為のない

よう留意しなければならない。

(2) 本測量に関連して関係者から希望・苦情等の申し入れがあった場合は、速やかに

業務担当員に報告しその指示を受けなければならない。

(3) 業務の実施に当たっては、関係者と立会いし、急傾斜地崩壊防止区域・土地の形

態等について説明し、了解を得るとともに疑義のある場合は業務担当員と協議し、

その解明に務めなければならない。

3-5-2 資料調査

２－２ 資料調査 によるものとする。

3-5-3 境界確認

２－３ 境界確認 によるものとするが、土地境界確認協議書への署名押印等について

は業務担当員の指示によるものとする。

3-5-4 基準点測量

｢規程｣第２編第２章によるものとする。

3-5-5 横断測量

１．調査区域の代表的な箇所を業務担当員と協議し、横断測量を行うものとする。

２．横断測量は、5-6-11 横断測量 に準ずるものとする。

3-5-6 境界測量

１．境界測量

(1) 境界測量は直接関係する土地の１筆を測量調査の単位とし、必要によっては隣接

地・接続関係地及び直接関係する土地を含む１団の土地も併せて総合的に測量調査

するものとする。

(2) 単位地内の諸官公署が設置した基準となる点及び地籍図根点等は、必ず測定する

ものとする。

２．指定区域仮杭の設置

(1) 指定区域仮杭の設置位置は設計図書によるものとするが、これにより難い状況を

把握した時は業務担当員と協議するものとする。



Ⅰ-3-23

(2) 指定区域仮杭等の形状寸法・材質・色等は、９ 測量標 によるものとする。

(3) 測定方法及び制限等は、｢規程｣第５編第２章第654条・第655条及び第５編第４章

第695条・第696条によるものとする。

(4) 地形・地物等に阻害され、所定の位置に仮杭を測設することが困難な場合は業務

担当員に報告し指示を受けるものとする。

(5) 仮杭の測設の間隔は、屈曲点のほか直線部では現地の状況により測設箇所を決定

するものとする。

(6) 境界点は崖に面した左下端から時計廻りに追番号を附するものとする。

３．現況測量

(1) 現況測量は、土地の地形・地目並びに物件の位置及び種別等を調査するものとす

る。調査の範囲は、原則として、崖上にあっては崖頂から崖高相当の距離（10ｍ以

上）、崖下にあっては法尻から崖高の２倍程度の距離（50ｍ以下）の範囲内とする。

(2) 現況測量の方法は、トランシットを用いる支距法、または細部測量及び空中写真

測量によるものとする。

(3) 現況地目の区分は、不動産登記事務取扱手続準則によるものとする。

４．指定区域永久標の埋設

(1) 測定方法は、｢規程｣第５編第４章第697条によるものとする。

(2) 埋設注意事項

(ｱ) 埋設後自然の移動・埋没、または他人に引抜き等を生じないように充分に固

定できるよう措置を図るものとする。

(ｲ) 埋設する箇所が湿地砂地等の地盤軟弱な所であるとき、または凍害のおそれ

のあるときは業務担当員と協議するものとする。

(ｳ) 地上に露出することが交通・道路・放牧地等の障害となる箇所に設置すると

きは、その全体を埋設させ支障とならない箇所に見出標杭を設けるものとする。

(3) 指定区域永久標の形状寸法・材質・色等は、９ 測量標 によるものとし、指定事

業については、区域界・北海道とする。

3-5-7 面積計算

面積計算は、原則として、座標法及び座標値に基づく数値三斜法によるものとする。

3-5-8 土地に係る図書作成

実測図等の作成は、以下によるものとする。

(1) 測量調査の進行に応じ、実測図を順次整理し、境界・数量計算その他の事項に誤

りがないことを確認の上、作成するものとする。

(2) 急傾斜地崩壊防止指定区域測量調査の作図要領は、２ 用地部門 別表２－１によ

るほか、急傾斜地崩壊防止指定区域等の座標値を記載するものとする。

(3) 求積は１㎡未満の端数を四捨五入し、次表のとおり平面図余白に記入するものと

する。
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指 定 区 域 求 積 表

（㎡）

急傾斜地崩壊危険区域面積 急 傾 斜 地 面 積 誘発助長区域面積

民有 国有 公有 民有 国有 公有 民有 国有 公有

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

計 ㎡ 計 ㎡ 計 ㎡

年 急傾斜地崩壊危険区域の長高 急傾斜の法長 傾 斜 度

度 長さ ｍ 高さ ｍ ｍ

※ 急傾斜地崩壊危険区域内に、国有地（国有崖地）及び市町村有地（公有崖地）が所在す

る場合は、その占める面積を 国崖 公崖 に区分し、外書すること。

(4) 次の事項を記載するものとする。

(ｱ) 字界・地番

(ｲ) 国有林・公民有林・国有地（国有崖地）・市町村有地（公有崖地）

(ｳ) 他の法令による指定区域

(ｴ) 区域内の建物のうち旅館については旅、アパートについては戸数（例、１棟

10戸の場合はア－10）を記入するものとする。

(ｵ) 地形・地物の把握で他の法令による指定区域の表示は、次のとおりとする。

砂防指定地 － 砂 海岸区域 － 海

地すべり区域 － 地 港湾隣接区域 － 港

保安林 － 保 漁港区域 － 漁

保安予定地 － 保予 宅地造成工事規制区域 － 宅

保安施設地区 － 施

保安施設地区予定地 － 施予

3-5-9 現地立会い

１．立会いの申し込みは、２ 用地部門 様式第２－20号 立会申込書 によるものとする。

２．現地立会いを行う場合は、事前に境界標の仮杭を設置し、隣接する土地所有者または関

係者に同意を得るものとする。

３．所有者及び関係者が長期不在、または捺印に応じない場合は、立会い要請の申し込み月

日・回数・理由及び所有者・関係者に説明を行った具体的内容その他についての経過を記

録し、業務担当員に報告し指示を受けるものとする。

3-5-10 林野の測量調査

２－８ 林野の測量調査 によるものとする。
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3-5-11 成果等

提出すべき成果品等は、下表により提出するものとする。

成 果 品 及 び 測 量 記 録（ 紙 媒 体 の 場 合 ）

名 称
単 数

規 格 寸 法 縮 尺 備 考
位 量

急傾斜地崩壊防止
枚

ポリエステルフィル 1/500 ～ 84㎝×119㎝（Ａ0版）
区 域 平 面 図 ム ♯３００ 1/1,000 を標準とする

成 急傾斜地崩壊防止
〃

ポリエステルフィル 1/500 ～ 84㎝×119㎝（Ａ0版）
区 域 求 積 図 ム ♯３００ 1/1,000 を標準とする

土 地 境 界 確 認 書 冊 様式第２－21号
取得、使用、隣接地に

果 対する立会い

土地境界確認協議書 〃 様式第２－22号
隣接地に対する同意
（地図地積更正）

品 急傾斜地崩壊防止
枚

ポリエステルフィル 1/1,000～
区域平面図縮小図 ム ♯３００ 1/3,000

横 断 図 〃
セクションマイラー

♯２００

測 量 成 果 計 算 簿 冊
測

土 地 調 査 表 〃 様式第２－３号
量

地 図 及 び 資 料 図 〃 様式第２－１号
記

転 写 連 続 図 枚
ポリエステルフィル

録 ム ♯３００

写 真 集 冊



Ⅰ-3-26

成 果 品 及 び 測 量 記 録（ 電 子 納 品 の 場 合 ）

名 称
単 数

規 格 寸 法 縮 尺 備 考
位 量

電 子 成 果 品 式 １

(急傾斜地崩壊防止 1/500 ～ 84㎝×119㎝（Ａ0版）
区 域 平 面 図 ) 1/1,000 を標準とする
(急傾斜地崩壊防止 1/500 ～ 84㎝×119㎝（Ａ0版）
区 域 求 積 図 ) 1/1,000 を標準とする

電
( 土 地 境 界 確 認 書 ) 様式第２－21号

取得、使用、隣接地

に対する立会い
子

(土地境界確認協議書) 様式第２－22号
隣接地に対する同意
（地図地積更正）

納 (急傾斜地崩壊防止 1/1,000～

区域平面図縮小図) 1/3,000
品

( 横 断 図 )

対
( 測 量 成 果 計 算 簿 )

象
( 土 地 調 査 表 ) 様式第２－３号

書
( 地 図 及 び 資 料 図 ) 様式第２－１号

類
( 転 写 連 続 図 )

( 写 真 集 )
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３－６ 海岸区域測量

3-6-1 要 旨

１．調査の目的

海岸区域測量は、海岸敷地を測定し区域図を作成するものである。

２．調査の心得

(1) 本測量調査は海岸敷地の基礎になるものであるから、正確にかつ良心的に調査し、

実施に当たっては関係者に不信の念をいだかせるような行為のないよう留意しなけ

ればならない。

(2) 本測量に関連して関係者から希望・苦情等の申し入れがあった場合は、速やかに

業務担当員に報告し、その指示を受けなければならない。

(3) 業務の実施に当たっては、関係者と立会いし、海岸区域・土地の形態等について

説明し、了解を得るとともに疑義のある場合は業務担当員と協議し、その解明に務

めなければならない。

3-6-2 資料調査

２－２ 資料調査 によるものとする。

3-6-3 境界確認

２－３ 境界確認 によるものとするが、土地境界確認協議書への署名押印等について

は業務担当員の指示によるものとする。

3-6-4 基準点測量

｢規程｣第２編第２章によるものとする。

3-6-5 横断測量

１．指定区域永久標の設置箇所ごとに横断測量を行うものとする。ただし、区域永久標の設

置箇所が著しく接近する場合には、業務担当員の指示により50ｍ間隔で横断測量を行うも

のとする。

２．水面部にあっては、業務担当員の指示により横断測量を行うものとし、５－５ 深浅測

量 によるものとする。

3-6-6 境界測量

１．境界測量

(1) 境界測量は直接関係する土地の１筆を測量調査の単位とし、必要によっては隣接

地・接続関係地及び直接関係する土地を含む１団の土地も併せて総合的に測量調査

するものとする。

(2) 単位地内の諸官公署が設置した基準となる点及び地籍図根点等は、必ず測定する

ものとする。
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２．指定区域仮杭の設置

(1) 指定区域仮杭の設置位置は設計図書によるものとするが、これにより難い状況を

把握した時は業務担当員と協議するものとする。

(2) 指定区域仮杭等の形状寸法・材質・色等は、９ 測量標 によるものとする。

(3) 測定方法及び制限等は、｢規程｣第５編第654条・第655条及び第５編第４章第695条

・第696条によるものとする。

(4) 地形・地物等に阻害され、所定の位置に仮杭を測設することが困難な場合は業務

担当員に報告し指示を受けるものとする。

(5) 仮杭の測設の間隔は、屈曲点のほか直線部では現地の状況により測設箇所を決定

するものとする。

３．現況測量

(1) 現況測量は、土地の地形・地目並びに物件の位置及び種別等を調査するものとす

る。調査の範囲は、水際線から区域線の陸側100ｍ以上とする。

(2) 現況測量の方法は、トランシットを用いる支距法、または細部測量及び空中写真

測量によるものとする。

(3) 現況地目の区分は、不動産登記事務取扱手続準則によるものとする。

４．指定区域永久標の埋設

(1) 測定方法は、「規程」第５編第４章第697条によるものとする。

(2) 埋設注意事項

(ｱ) 埋設後自然の移動・埋没、または他人に引抜き等を生じないように充分に固

定できるよう措置を図るものとする。

(ｲ) 埋設する箇所が湿地砂地等の地盤軟弱な所であるとき、または凍害のおそれ

のあるときは業務担当員と協議するものとする。

(ｳ) 地上に露出することが交通・通路・放牧地等の障害となる箇所に設置すると

きは、その全体を埋設させ支障とならない箇所に見出標杭を設けるものとする。

(3) 指定区域永久標の形状寸法・材質・色等は、９ 測量標 によるものとする。

3-6-7 面積計算

面積計算は、原則として、座標法及び座標値に基づく数値三斜法によるものとする。

3-6-8 土地に係る図書作成

実測図等の作成は、以下によるものとする。

(1) 測量調査の進行に応じ、実測図を順次整理し、境界・数量計算その他の事項に誤

りがないことを確認の上、作成するものとする。

(2) 海岸保全区域調査の作図要領は、２ 用地部門 別表２－１によるほか、海岸保全

区域等の座標値を記載するものとする。

(3) 調査区域内の港湾区域・港湾隣接地域・公共水域及び漁港区域の外郭線及び調査

区域内に海岸保全施設等がある場合には、当該施設名・工作物名を記載するものと

する。
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(4) 求積は、小数単位以下を四捨五入し、次表のとおり平面図余白に記入するものと

する。

指 定 区 域 求 積 表 （㎡）

区 分 陸 域 水 域 計

国 有 地

道 有 地

市町村有地

民 有 地

そ の 他

合 計

3-6-9 現地立会い

１．立会いの申し込みは、２ 用地部門 様式第２－20号 立会申込書 によるものとする。

２．現地立会いを行う場合は、事前に境界標の仮杭を設置し、隣接する土地所有者または関

係者に同意を得るものとする。

３．所有者及び関係者が長期不在、または捺印に応じない場合は、立会い要請の申し込み月

日・回数・理由及び所有者・関係者に説明を行った具体的内容その他についての経過を記

録し、業務担当員に報告し指示を受けるものとする。

3-6-10 林野の測量調査

２－８ 林野の測量調査 によるものとする。
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3-6-11 成果等

提出すべき成果品等は、下表により提出するものとする。

成 果 品 及 び 測 量 記 録（ 紙 媒 体 の 場 合 ）

名 称
単 数

規 格 寸 法 縮 尺 備 考
位 量

海 岸 区 域 平 面 図 枚
ポリエステルフィル 1/500 ～ 84㎝×119㎝（Ａ0版）
ム ♯３００ 1/1,000 を標準とする

成
海 岸 区 域 求 積 図 〃

ポリエステルフィル 1/500 ～ 84㎝×119㎝（Ａ0版）
ム ♯３００ 1/1,000 を標準とする

土 地 境 界 確 認 書 冊 様式第２－21号
取得、使用、隣接地に

果 対する立会い

土地境界確認協議書 〃 様式第２－22号
隣接地に対する同意
（地図地積更正）

品 海 岸 区 域 平 面 図
枚

ポリエステルフィル 1/1,000～
縮 小 図 ム ♯３００ 1/3,000

横 断 図 〃
セクションマイラー

♯２００

測 量 成 果 計 算 簿 冊
測

土 地 調 査 表 〃 様式第２－３号
量

地 図 及 び 資 料 図 〃 様式第２－１号
記

転 写 連 続 図 枚
ポリエステルフィル

録 ム ♯３００

写 真 集 冊
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成 果 品 及 び 測 量 記 録（ 電 子 納 品 の 場 合 ）

名 称
単 数

規 格 寸 法 縮 尺 備 考
位 量

電 子 成 果 品 式 １

(海岸区域平面図)
1/500 ～ 84㎝×119㎝（Ａ0版）
1/1,000 を標準とする

(海岸区域求積図)
1/500 ～ 84㎝×119㎝（Ａ0版）

電 1/1,000 を標準とする

(土地境界確認書) 様式第２－21号
取得、使用、隣接地に

子 対する立会い
( 土 地 境 界

様式第２－22号
隣接地に対する同意

納 確 認 協 議 書 ) （地図地積更正）
( 海 岸 区 域 1/1,000～

品 平 面 図 縮 小 図 ) 1/3,000

( 横 断 図 )
対

(測量成果計算簿)
象

( 土 地 調 査 表 ) 様式第２－３号
書

(地図及び資料図) 様式第２－１号
類

( 転 写 連 続 図 )

( 写 真 集 )
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３－７ 竣功平面図等の作成

３－７－１ 道路台帳補正

3-7-1-1 目 的

本仕様は、北海道道路台帳作成要綱（昭和60年4月30日付道路第378号。以下「要綱」

という。）第３に定める道路台帳の補正に関する業務の一部ならびに電子計算組織による

道路現況作成事務処理要領（昭和43年8月9日付道路第1065号。以下「要領」という。）に

よる道路現況の作成に関する業務の一部を委託業務により実施するための仕様を定めたも

のである。

3-7-1-2 適用範囲

この仕様は、「要綱」第３に定める道路台帳の補正に関する業務のうち、「要綱」第２

の１に定める調書を作成するための道路台帳報告書並びに「要綱」第２の２、３及び４に

定める道路台帳図・道路台帳附図・道路台帳図（道路 現況平面図）の補正業務、また、

「要領」に定める道路現況報告書の補正業務（以下「業務台帳補正業務」という。）に適

用する。

3-7-1-3 法令等の遵守

受託者は、当該業務の施行に当ってこの仕様書に定めのない事項については、北海道

道路台帳作成委託業務特記仕様書（以下「道路台帳作成特記仕様書」という。）によるも

のとする。

3-7-1-4 諸手続き及び支給品

委託者は、当該業務に必要な資料の収集を受託者が容易に行い得るため必要な諸手続

きを行うものとする。また、委託者は業務遂行に必要な５万分に１路線図を２部ならびに

10万分の１あるいは20万分の１の建設管理部管内図１部を受託者に支給するものとする。

3-7-1-5 身分証明書

受託者は、現地調査の実施に際しては、委託者が発行する道路法第66条第５項に規定

する身分証明書を常に携帯し、関係人の請求があった場合は、これを提示しなければなら

ない。

3-7-1-6 補正方針

１．この補正業務は、道路工事あるいは道路用地取得など道路台帳の補正要因となるものに

ついて、当該要因に関連する資料（工事設計図・出来形総括図・用地図等）に基づき行う

ものとする。

２．補正内容は、従来の道路基本図の補正と同様に道路台帳における法面工・排水工・作工

物・交通安全施設・占用工作物等に該当する関連資料がある場合は全て描画するものと

し、道路台帳附図には土工定規・100ｍ毎の横断図・主要作工物も全て描画するものとす
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る。

３．道路台帳図における地形・地物の補正範囲は、道路区域内を原則とする。ただし、道

路の線形及び沿線の地形現況か既存の道路台帳図と大幅に異なる場合は委託者に報告し、

その取扱いについて指示を受けなければならない。

４．既存の道路台帳図が道路基本図の場合（道路台帳作成時に台帳図－４として、従来の基

本図を修正加筆することにより整備されたもの）は、その基本図枠をそのまま踏襲して補

正するものとする。

５．補正区間内に他の路線との交差個所がある場合は、当該地の路線の当該交差個所も補正

するものとする。

６．道路現況の補正は、道路現況報告書のみ行うものとする。

７．補正業務における図式は、｢規程｣の図式に基づくものとし、これにないものは道路台帳

作成特記仕様書によるものとする。

８．工種別の作業区分及び順序は次に掲げるフローによる。

９．補正業務に当って疑義が生じた場合は委託者と協議し、その指示を受けなければならな

い。

道路台帳補正フローチャート

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

資 資 計 補 現 台台 調 索 照

料 料 画 正 地 帳帳 書 引 査

収 整 準 素 確 図附 作 図 製

集 理 備 図 認 原図 成 作 本

作 調 図原 成

成 査 及図

び作

成
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3-7-1-7 作業細目

１．資料収集

(1) 資料の収集は、建設管理部及び関係出張所等から行うものとし、資料名及び内容

等は次表に掲げるとおりとする。

番
資 料 名 内 容 等 収 集 先

号

１ 道路台帳図原図 補正区間に関連する図葉を収集 建設管理部 維持管理課

２ 道路台帳図索引図 補正区間に関連する図葉を収集 建設管理部 維持管理課

マイラー原図

３ 道路台帳調書 道路台帳、確定経緯表、実延長 建設管理部 維持管理課

調書、トンネル・橋梁・鉄道と

交差調書を収集

４ 道路現況図（1/5万） 補正区間に関連する図葉を収集 建設管理部 道路課

５ 道路現況調書 区間別調書、トンネル・橋梁・ 建設管理部 道路課

踏切調書を収集

６ 用地図 補正区間に関連する図葉を収集 建設管理部 用地課

７ 道路敷地境界標成果簿 ６ 用地図 に境界標座標成果が 建設管理部 用地課

記載されている場合は収集不要

８ 道路台帳図第２原図 補正区間に関連する図葉を収集 建設管理部、事業課及び

出張所

９ 道路台帳図 補正区間に関連する図葉を収集 建設管理部、事業課及び

(道路現況平面図） 出張所

10 道路台帳附図原図 補正路線を含むファイル一式を 建設管理部 道路課

収集 (または建設管理部維持

管理課)

11 工事平面図等工事設計図 縦断図・横断図・作工図等も含 建設管理部、事業課及び

一式 む図面一式を収集 出張所

12 出来形総括図 基本図様式の図枠に工事平面図 建設管理部、事業課及び

のコピーを貼付し工事出来形を 出張所

表現した図面

13 道路占用関係図書 占用許可台帳等を収集 建設管理部 維持管理課

14 その他補正の要因とな 建設管理部、事業課及び

る 出張所

関連資料

(2) 用地図及び工事平面図はマイラー原図を収集するものとする。

(3) 収集する資料の内、使用後に返納する必要があるものは、その資料名・員数・使

用期間等を明記した借用書を収集先である各関係課の担当員に提出するものとする。

(4) 当該補正要因が舗装新設あるいは特改４種等舗装のみの工事の場合、必要に応じ
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てそれ以前に施工された改良工事等に関する資料も収集するものとする。

(5) 収集した資料は、紛失・破損のないよう特に取り扱いに留意し、使用後は速やか

に返納するものとする。

２．資料整理

(1) 収集した資料は、必要に応じてインデックスの貼付及びコピーの作成等を行い補

正個所毎に整理するものとする。また、工事平面図及び用地図等の縮尺が500分の1

の場合は、写真処理等によりこれを1000分の1に縮尺変換するものとする。

(2) 収集整理した資料に基づき、当該補正個所毎にその補正する内容等を確認するも

のとする。なお、確認の結果、資料不足あるいは資料間に不符号が生じた場合は委

託者に報告し、その取扱いについて指示を受けなければならない。

(3) 位置図は、委託者から支給を受けた建設管理部管内図に当該補正区間をプロット

して作成するものとする。なお、位置図は後続作業の計画準備ならびに現地確認調

査・業務打合せに携帯して使用することを目的として作成するものであり、納品の

対象とはしないものとする。

３．計画準備

計画準備は、収集整理され、その補正内容が確認された資料及び補正個所がプロット

された位置図により行なうものとする。なお、作業全般について疑義が生じた場合は委託

者に報告し、その取扱いについて指示を受けなければならない。

４．補正素図作成

(1) 補正素図は、既存の道路台帳図第２原図（ポリエステルフィルム♯300）を使用し、

その上に赤色鉛筆により補正内容を描画するものとする。なお、補正前の描画内容

は補正後と比較する上で必要なため、消さないで残しておくものとする。

(2) 道路工事による補正は、出来形総括図を基本として行うものとするが、道路本体

（法面・側溝を含む）の描写は、その伸縮性を考慮して工事平面図の原図を基に、

これと工事設計図の縦断図・横断図・作工図等により、法長及び側溝・桝・横断管

・取付道路等の位置形状ならびに道路中心における標高値等を照合しつつ行なうも

のとする。また、その他項目欄等の描画事項も測点位置に留意して描画するものと

する。

(3) 工事平面図等により、道路本体を含む地形・地物を補正する場合は、その公共座

標における位置関係を確かなものにするため、まず、既存の道路台帳図第２原図に

当該区間の用地図原図を双方の座標値をもとに重ね合わせ、その上で双方の図面に

描画されている道路中心線・道路敷地線・地形・地物と工事平面図に描画されてい

るそれらを照合し、位置関係を決定してから補正内容を描画するものとする。

なお、この照合結果、双方の図面の不符号が生じ位置関係を決定できない場合は

委託者に報告し、その取扱いについて指示を受けなければならない。

(4) 当該工事が特改４種等で舗装部分のみの場合は、当該工事資料の他にそれ以前に

施工された改良工事等に関連する資料とも照合し、必要な事項は全て描画するもの

とする。

(5) 道路工事により道路中心線が変更となり曲線要素が変わる場合は、（図３－１）に

示すとおりＩ．Ｐ№及び曲線表を修正するものとする。
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（図３－１）

ア Ｉ．Ｐ箇所が減少する場合

（修正前） （修正後）

I.P № 11 12 13 14 I.P № 11 12 空◎にして 14

ＩＲ … … … … ＩＲ 修正前と同 修正後 （平成○○年 修正前と同

Ｒ … … … … → Ｒ 修正前と同 修正後 度○○工事に 修正前と同

より削除）と

… … … … … … … …

記入する。

…

… … … … … … … … …

… … … … … … … … …

イ Ｉ．Ｐ箇所が増加する場合

（修正前） （修正後） この欄を追加

I.P № 11 12 13 14 I.P № 11 12 13-1 13-2 13-3 14

ＩＲ … … … … ＩＲ 修正前と同 修正後 修正後 修正後 修正後 修正前と同

Ｒ … … … … Ｒ 修正前と同 修正後 修正後 修正後 修正後 修正前と同

→

… … … … … … … … … … … …

… … … … … … … … … … … …

… … … … … … … … … … … …
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(6) 前記(5)の中心線の変更に伴い測点が変わる場合は破鎖を算出し、（図３－２）に

示すとおり平面欄に旗上げ記入するとともに、地点距離欄にも記入するものとする。

また、後述の索引図にもその破鎖を旗上げ記入し、当該路線における測点の経緯

を明確にするものとする。（索引図の記入方法は、８．索引図作成による。）

（図３－２）

(注) 道路台帳作成における中心線及び測点が図上策定を原則としていることを考慮して、

当該補正区間の破鎖累計が1.0ｍ未満の場合は、委託者と協議の上図上精度を保持する

範囲内で破鎖を生じた点の前後 100ｍの測点位置を調整することにより破鎖を付けなく

とも差し支えないものとする。

(7) 用地枠の補正は、当該補正区間における既存の道路台帳図第２原図と用地図原図

を双方の座標値をもとに重ね合わせて、用地図の記載内容を道路台帳図第２原図に

描画するものとする。

(8) 前記(7)の用地枠の補正に伴い道路境界標の位置及び座標が変わる場合は、（図３

－３）に示すとおり当該図葉における境界標の番号を新しく付け直して成果表を修

正するものとする。
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（図３－３）

（ 修 正 前 ）

番 号 Ｘ座標 Ｙ座標 備 考 番 号 Ｘ座標 Ｙ座標 備 考

Ｒ－１ ……… ……… ……… Ｌ－１ ……… ……… ………

Ｒ－２ ……… ……… ……… Ｌ－２ ……… ……… ………

Ｒ－３ Ｌ－３

Ｒ－４ Ｌ－４

Ｒ－５ Ｌ－５

Ｒ－６ Ｌ－６

Ｒ－７ Ｌ－７

Ｒ－８ Ｌ－８

→

（ 修 正 後 ）

番 号 Ｘ座標 Ｙ座標 備 考 番 号 Ｘ座標 Ｙ座標 備 考

Ｒ－１ 修正前と同じ Ｌ－１ 修正前と同じ

Ｒ－２ 修正前と同じ Ｌ－２ 修正前と同じ

Ｒ－３ 修正前と同じ Ｌ－３ 修正後

Ｒ－４ 修正後 Ｌ－４ 修正後

Ｒ－５ 修正前のＲ－７と同じ Ｌ－５ 修正後

Ｒ－６ 修正前のＲ－８と同じ Ｌ－６ 修正後

Ｌ－７ 修正後

Ｌ－８ 修正後

Ｌ－９ 修正前のＬ－６と同じ

Ｌ－10 修正前のＬ－７と同じ



Ⅰ-3-39

(9) 継続事業で用地測量が当該補正年度の工事区間を超えて先行調査されている場合

は、当該年度の工事区間のみ用地枠の補正を行うものとする。この場合の描画方法

は（図３－４）に示すとおりとし、当該工事の起終点で新しい用地枠と従前（修正

前）のものとを破線で結ぶものとする。

また、当該補正区間の境界標番号は、次年度以降の補正を考慮して当該図葉にお

ける用地枠が全て完了した時点での番号を先行して付するものとし、その他の区間

は従前のままとする。ただし、成果表については当該補正区間に関連する境界標の

み記入するものとし、その他は空欄とする。
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（図３－４）

（ 修 正 前 ）

番 号 Ｘ座標 Ｙ座標 備 考 番 号 Ｘ座標 Ｙ座標 備 考

Ｒ－１ ……… ……… ……… Ｌ－１ ……… ……… ………

Ｒ－２ ……… ……… ……… Ｌ－２ ……… ……… ………

Ｒ－３ Ｌ－３

Ｒ－４ Ｌ－４

Ｒ－５ Ｌ－５

Ｌ－６

Ｌ－７

Ｌ－８

Ｌ－９

→

（ 修 正 後 ）

番 号 Ｘ座標 Ｙ座標 備 考 番 号 Ｘ座標 Ｙ座標 備 考

（ハ） 空欄

(イ) 空欄 Ｌ－２

Ｒ－３ Ｌ－３ 補正後の内容

Ｒ－４ Ｌ－４ を記入

Ｒ－５ 補正後の内容 Ｌ－５

Ｒ－６ を記入 （ニ） 空欄

Ｒ－７

(ロ) 空欄

（注）上表中（イ）・（ロ）・（ハ）・（ニ）の欄は空欄とし、次年度以降の補正時に記

入するものとする
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(10) 既存の道路台帳図における用地枠が破線で描画されている区間（道路台帳作成時

に公共座標を有した用地図が無いため、道路本体の形状に合わせて法尻から50㎝離

したみなし区域として破線で描画している区間。）において、新しい用地図により用

地の補正を行う場合は、道路台帳作成特記仕様書の地積－３の項目に準じて行うも

のとする。

(11) 用地枠の補正に伴い、道路敷地面積が変わる場合は、道路台帳作成特記仕様書の

地積－３の道路区域面積算定の項に準じて補正するものとする。

(12) 前記(6)により道路測点を変更した場合、及び前記(11)により道路区域面積を変更

した場合は、当該補正区間を含む図葉のみタイトルボックス内の総延長及び区域面

積欄をその変更した数値に基づき修正するものとする。また、後述の索引図にもそ

の内容を旗上げ記入するものとする。

(13) 項目欄の補正は、全ての項目を対象として当該補正箇所における関連資料により

判明できる事項について修正あるいは加筆して行うものとするが、次に定める事項

に注意しなければならない。

(ｱ) 区間欄

修正された平面欄及び他の項目欄に基づき、新しく区間設定を行ない、その

内容を描画するものとする。

また、従前の区間が分割される場合は区間番号に枝番を付し、２区間以上が

統合される場合は番号の多い方を欠番とする。ただし、欠番とする場合は委託

者にその旨を報告し、その承認を得なければならない。

(ｲ) 縦断欄

縦断欄に記入する標高は公共水準点に基づく道路中心の高さのため仮標高に

よるものは委託者と協議の上、当該補正区間前後の高さより従前の標高に換算

して記入するものとする。

また、交通安全工事など施工基面高が縁石等で道路中心と異なる場合は、従

前の標高をそのまま使用するものとする。

なお、改良完全時の補正については、改良施工基面高とし黒鉛筆書きとする。

(ｳ) 備考欄

当該補正経緯を図面に記録しておく必要から（図３－５）に示すとおり、そ

の内容を記入するものとする。

（図３－５）

改訂年月日 令和４年３月２５日 以下順次

改訂要因 令和３年度施工 以降の補正時に記入

交通安全工事

備 考 測点 2086.3～3286.3（破鎖－15.0Ｍ

使用資料 出来形総括図、工事計画図

Ｈ．１１ 用地図

作業機関 ◎◎測量（株）

11㎝ 11㎝
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５．現地確認調査

(1) 現地での確認調査は、3-7-1-7 ２．資料整理 で作成された位置図及び3-7-1-7 ４．

補正素図作成 で作成された補正素図のコピーを携行し、次に定める事項について行

うものとする。

(ｱ) 補正区間の起終点位置及びその道路形状の確認

(ｲ) 道路付属物（防護柵・照明灯・視線誘導標・標識等）の位置確認

(ｳ) 占用物（電柱・電話ボックス・マンホール等）の位置確認

(ｴ) 取付道路の位置及び形状の確認

(ｵ) 道路定規の確認

(ｶ) その他、補正の対象となる地物の確認

(2) 確認調査は、細部測量あるいはスタジア測量等の実測によらず、地形・地物相互

の位置関係を目視により確認することを原則とする。ただし、確認の結果、位置の

不符号が生じた場合は、スタジア測量等によりその位置を図面に正確に記入しなけ

ればならない。

(3) 確認調査の結果、補正素図の描画内容を訂正する必要がある場合は、それらを修

正あるいは加筆して補正素図を完成させるものとする。

(4) 確認調査は業務の工程上やむを得ない場合について、補正素図作成以前に出来形

総括図及び工事平面図のコピー等を使用して行っても差支えないものとする。ただ

し、この場合、委託者に報告し、その承認を得なければならない。

６．台帳図原図及び台帳附図原図作成

(1) 台帳図原図作成は、既存の道路台帳図原図の当該補正区間に描画されている線を

削って、その上に補正素図の内容をインキングして行うものとする。ただし、１図

葉のなかで当該補正区間が半分以上を占める場合は、委託者と協議の上、その図葉

全てを補正後の内容で新しくインキングし直すものとする。

(2) 補正内容をインキングする場合は、特に従前の描画線を補正後のものを混同しな

いように留意して、描画線の寸断あるいは重複が生じないように行うものとする。

(3) 図式は、3-7-1-6 補正方針 第７項のとおり、｢規程｣の図式に基づくものとし、こ

れにないものは道路台帳作成特記仕様書に基づくものとする。

(4) 前項４の(13)の(ｳ)の備考欄に記入する補正経緯は下記要領によりインキングする

ものとする。

(ｱ) 文字……写植・字大 中Ｇ 12級

(ｲ) 数字……80ＣＬ 針 03

(5) 道路台帳図（道路現況平面図）は、補正された道路台帳図に基づき、台帳図原図

作成と同様に既存の図面に描画されている線を削って、その上に補正後の内容をイ

ンキングするものとする。

(6) 道路台帳図第２原図は補正された台帳図原図より作成するものとし、その仕様は

道路台帳作成特記仕様書によるものとする。

(7) 道路台帳図縮小マイラー図は補正された台帳図原図よりマイクロ写真撮影による

ネガを作成し、それに基づき縮尺３千分の１で両面マットのＡ３版ポリエステルフ

ィルム♯300に焼付けして作成するものとする。
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(8) 道路台帳附図原図は出来形総括図及び工事設計図に基づき、定規図・100ｍ毎の横

断図・横断管等の主要な作工図について、工事測点を道路台帳図の測点に換算し、

Ｂ４版に縮小編さんしてからインキングするものとする。

(9) 道路台帳附図原図は当該補正区間について新しく作成し直し、従前のものと差換

るものとするが、当該補正内容が特４あるいは舗装工事等の場合で、既に改良工事

時点の附図が存在する時は、それを加筆修正しても差支えないものとする。

(10) 改良完成時に補正する道路台帳附図原図は、舗装完成時の補正を考慮し、一部黒

鉛筆書きとしても差支えないものとする。

(11) 道路台帳附図は原図の他、コピー１部を作成するものとする。

７．調書作成

(1) 調書作成は「要綱」及び「要領」に定める調書の記載項目の内、当該補正内容に

関連して、補正が必要となる事項を前項２で整理された関連資料及び前項６で完成

された道路台帳図に基づき、道路台帳報告書並びに道路現況報告書に記入するもの

とする。

(2) 報告書に補正事項を記入する上で、当該補正区間において用地枠が補正された場

合は、補正後の区間割りに従って区間毎区域面積を算出するものとし、その仕様は

道路台帳作成特記仕様書によるものとする。

(3) 道路台帳報告書は、その記載項目の内、補正が必要となる項目のみ補正後の内容

で記入するものとするが、次に掲げる事項に注意しなければならない。

(ｱ) 報告書は（その１）・（その２）・（その３）があるが、補正が必要なもののみ

記入するものとし、その場合各報告書における建設管理部・出張所等・作成者

・作製年月日・路線番号・路線名・報告区分の欄は必ず記入しなければならな

い。

(ｲ) 前記(ｱ)の報告区分のコードは次によるものとする。

報告区分 コード

削 除 ０

新 規 １

修 正 ２

(ｳ) 報告書（その１）における改訂年月日の欄は、当該路線が新規認定あるいは

廃止以外で他の報告書（後述の道路現況報告書を含む）の記載項目が補正され

た場合は必ず記入するものとする。

(ｴ) 報告書（その３）は、当該補正区間における補正後と従前の区間番号（内番

号を含む）を対比して次の区分により記入するものとする。

ａ 補正後に従前の区間番号が無くなる場合は、報告区分を０として従前の

区間番号のみ記入する。

ｂ 補正後と従前で同じ区間番号であるが、そのデータ内容が異なる場合は、

報告区分を２として補正後の内容を記入する。
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ｃ 従前には無く、補正後に新しい区間番号が設定された場合は、報告区分

を１として補正後の内容を記入する。

(4) 道路現況報告書は、その記載項目の内、補正が必要となる区間に関してのみ記入

するものとするが、次に掲げる事項に注意しなければならない。

(ｱ) 報告書は、（総括）・（トンネル）・（橋梁）・（踏切）があるが、補正が必要なも

ののみ記入するものとし、その場合、各報告書における建設管理部・出張所・

作成者・作製年月日・出張所コード・路線番号・現道・旧道区分・路線名・修

正コードの欄は必ず記入しなければならない。

(ｲ) 報告書の記入方法は｢要領｣における修正報告の実例に準じて行うものとする。

(5) 各報告書に記入する区分コード等は、道路台帳作成特記仕様書に基づくものとす

る。また、記入に際しては各報告書間の整合及び区間番号が重複しないよう留意す

るとともに十分な点検を行わなければならない。

８．索引図作成

(1) 索引図作成は、当該補正区間を包含する図葉について５万分の１路線図を使用し、

補正後の図郭割り及び補正内容等を新たに着色表現して行うことを原則とする。

(2) 索引図の記入方法は、次に定める事項によるものとする。

(ｱ) 従前の索引図に描画されている撮影標定図はぞのまま転記する。

(ｲ) 図郭及び図面番号は、補正後のものを記入する。（朱色インキング）

(ｳ) 補正区間を旗上げし、その年度・補正要因（工事名等）・補正延長を記入する

ものとする。

また、測点に破鎖が生じた場合及び道路区域面積が変更となった場合は、そ

の破鎖及び面積の増減値を併記する。（黒インキング）

(ｴ) 前記(ｱ)から(ｳ)の事項以外は、道路台帳作成特記仕様書によるものとし、そ

の記入例は別添１道路台帳図索引図作成例を参照する。

(3) 索引図は着色表現した原稿の他、それをカラー複写した副本を２部並びにマイク

ロ処理により焼付けたマイラー原図１部を作成するものとする。

９．照査・製本

(1) 照査点検は次に定めるところにより行い、誤りがあればこれを修正するものとす

る。

(ｱ) 図面の汚れ、文字・線のかすれ、誤字、脱字等の点検

(ｲ) 道路台帳図と調書との相関関係の照査点検

(ｳ) その他必要と思われる事項の照査及び点検

(2) 納品する成果品は次に定めるところにより、とりまとめ製本するものとする。

(ｱ) 道路台帳図原図の内、新しく製図し直したもの及び道路台帳図第２原図は委

託者の指定する図面吊下用のテープボードを貼付し、整理番号・路線名及び図

面名を記入した索引シールを付するものとする。

(ｲ) 道路台帳附図原図は日本工業規格Ｂ４版のクリヤファイル等を用いて仮製本

し、納品検定後、従前のファイルに加除して製本する。

(ｳ) 索引図マイラー原図は丸筒に納めて納品するものとする。
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(ｴ) 補正素図及び道路台帳図（道路現況平面図）は変形しないよう丸筒に納めて

納品するものとする。

(ｵ) 前記(ｱ)から(ｴ)以外の成果品は、Ｂ４版ファイルに調書１部・附図１部・索

引図原稿１部・同副本（カラー複写本）２部の順に製本して納品するものとす

る。

(3) 納品する成果品の部数及び保管場所等は次のとおりである。

成 果 品 名 部 数 保 管 場 所 等

補正素図 １部 建設管理部維持管理課

道路台帳図原図 １部 建設管理部維持管理課

同上第２原図 １部 建設管理部、事業課及び出張所

道路台帳図（道路現況平面図） １部 建設管理部、事業課及び出張所

道路台帳附図原図 １部 建設管理部道路課

同上コピー １部 建設管理部、事業課及び出張所

調 書
建設管理部道路課

道 路 現 況 報 告 書 １部
建設管理部維持管理課

道 路 台 帳 報 告 書

索引図原稿 １部 建設管理部維持管理課

同上副図（カラー複写図） １部 本庁道路課、建設管理部、

事業課及び出張所

同上マイラー原図 １部 建設管理部維持管理課
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３－７－２ 河川竣功平面図

3-7-2-1 目 的

河川竣功平面図は、河川現況台帳図とするために作成するものとする。

3-7-2-2 基礎とする図面

河川竣功平面図は、委託者から提出された河川区域図・用地平面図・河川計画平面図

・定規図・作工図・水理計算書・用地調査書及び竣功横断図を基礎とする。

3-7-2-3 作成規準

１．縮尺は原則として、1,000分の１以上とする。

２．記号及び記入法は、5-6-15 河川関係地形図図式の凡例 によるものとし、河川区域界及

び法線は次の記号とする。

河川区域 ◎ 10号

法 線 ○ 6号

３．記入すべき事項は次のとおりとし、記入方法は様式第３－３号の記入例のとおりとする。

(1) 地形・方位

(2) 行政区画線及び境界線及びそれらの名称・地番線及びその所有者名

(3) 河川区域の境界・境界座標及び用地界・用地座標

(4) 河川保全区域の境界線及び河岸線

(5) Ｂ.Ｍ・堤防法線の距離・距離標石・図根点・水準点・三角点の位置・番号・標

高

(6) 工事の起点・終点・法線・横断線

(7) Ｉ．Ｐの位置・曲線の起終点及び曲線表

(8) 主要な河川管理施設（築堤・護岸・水制・床止・樋門・樋管・水門揚排水機場等）

及び河川占用工作物（堰・橋梁・頭首工・用排水路〔流水方向〕等）の名称・形状

寸法及びその管理者、または所有者名、施工年次。

(9) 流出入する河川（流水方向）または交差する道路等の名称

(10) 堤防及び低水敷・高水敷の整理状況（量水標・計画堤防高・高水位・河床高・定

規断面・計画流量・護岸の有無）

(11) 捷水路掘削等による旧川の変化状態

3-7-2-4 協議事項

基礎とする各図面の上記事項が不符号、または不明の場合にあっては業務担当員と協

議し、その指示を受けるものとする。
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3-7-2-5 成 果 品

成果品は、次のとおりとする。

(1) 原図はポリエステルフィルム♯300を用い、その規格は縦84㎝×横119㎝（Ａ0版）

で上下左右に各１㎝の図郭をとるものとする。

(2) コピーは２部作成する。

(3) 原図及びコピーとも河川区域にあっては茶の着色線、法線にあっては朱の着色線

で明示するものとする。
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